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１．2025年12月期第１四半期の連結業績（2025年１月１日～2025年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 24,278 8.1 2,399 8.4 2,043 △1.0 1,579 △19.1
2024年12月期第１四半期 22,450 △9.1 2,213 43.4 2,064 11.2 1,951 25.3

(注) 包括利益 2025年12月期第１四半期 730百万円( △74.9％) 2024年12月期第１四半期 2,910百万円( 114.4％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期第１四半期 38.62 ―
2024年12月期第１四半期 47.73 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 141,102 121,040 85.7
2024年12月期 141,891 121,741 85.7

(参考) 自己資本 2025年12月期第１四半期 120,862百万円 2024年12月期 121,570百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 ― 35.00 ― 35.00 70.00
2025年12月期 ―
2025年12月期(予想) ― ― ― ―

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 105,000 4.3 11,000 5.8 10,500 6.3 7,800 1.9 190.74

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年12月期１Ｑ 42,206,540株 2024年12月期 42,206,540株

② 期末自己株式数 2025年12月期１Ｑ 1,309,332株 2024年12月期 1,309,332株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期１Ｑ 40,897,208株 2024年12月期１Ｑ 40,884,520株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績予想ならびに将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断

した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、さまざまな要因の変化によ
り、実際の業績は記述されている将来の見通しとは大きく異なる結果となる可能性があることをご承知
おき下さい。

2025年12月期の１株当たり配当金につきましては、当社グループを取り巻く事業環境は引き続き不透
明であり、今後の市場動向を見据えたうえで公表する予定であります。

（添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビューについて）
当社は、レビュー完了後にレビュー報告書を添付した四半期決算短信を開示することを予定しており

ます。
開示予定日 2025年4月25日
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

2025年第１四半期の世界経済は、世界的なインフレの落ち着きを受けて消費の回復基調が継続し、

米国の堅調な成長にも支えられ、緩やかに成長しました。日本においても、個人消費や設備投資な

どを中心に回復が続きました。一方、米国トランプ政権の関税政策の影響、中国経済の減速懸念の

顕在化、地政学リスクの拡大、欧州の政治不安定化等、先行きは不透明で予断を許さない状況が続

きました。

このような状況の中、当社グループでは、カメラ本体の販売がミラーレスカメラを中心に引き続

き堅調に推移し、加えて一部で残っていた在庫調整の対応も解消したことから、カメラ関連の部

品・ユニットの売上は増加しました。レーザープリンターの部品・ユニットは、アジア圏を中心に

本体の販売が堅調に推移し、ベトナム子会社を含めて増産となりました。ドキュメントスキャナー

製品はEMEA(欧州中東アフリカ）・アジア地域等で前年を下回る地域があったものの、主要販売地

域である米国での在庫調整が進み、またインド・中南米地域が好調であったため、売上は増加しま

した。一方、情報システム関連では、金融機関等のシステム開発への投資需要は底堅いものの、人

材不足等の影響で実績が伸びず、売上は減少しました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は242億78百万円（前年同期比8.1％増）、連

結経常利益は20億43百万円（前年同期比1.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は15億79

百万円（前年同期比19.1％減）となりました。

なお、米国トランプ政権の相互関税を含む関税政策の弊社製品への影響につきましては、減速が

懸念される米国経済の動向を注視し、そのうえで米国へ直接輸出する製品および弊社の部品・ユニ

ットが搭載される米国向け製品、それぞれの需要変動の把握と適切な対策を実施していきます。

また、宇宙関連分野におきましては、当社製３基目の超小型人工衛星「CE-SAT-IE（シーイー・サ

ット・ワンイー）」は、初期の性能確認が完了し、打上げから８年近くとなる「CE-SAT-I（ワ

ン）」及び約４年となる「CE-SAT-ⅡB（ツービー）」と同様に、高精細や高感度の静止画・動画情

報取得等の実証実験を進めています。姿勢制御の改善を重ね、またフレームを少しずつ移動しなが

ら撮影して高解像度と広域撮影を両立するなど撮影手法の多様化にも取り組んでおります。また、

2024年３月に宇宙領域把握能力向上のための実証事業として防衛省から受注した多軌道観測実証衛

星の製造・試験事業は現在、実証機の製造と各種評価の準備等を進めています。

（２）事業の種類別セグメントの状況

コンポーネントセグメントにおきましては、デジタルカメラ関係は、引き続き好調なミラー

レスカメラの販売状況を受け、シャッターユニットおよび絞りユニットの販売は堅調に推移しまし

た。また、一部の部品で残っていた在庫調整の対応が解消し、前年同期と比べ売上は増加しまし

た。センサー関係は、磁気センサーの国内新紙幣へ対応する金融市場向けおよび自動販売機市場向

けの特需が一巡し、前年同期と比べ売上は減少しました。レーザープリンター・複合機向けのレー

ザースキャナーユニット関係は、アジア圏を中心としたカラーモデルの需要が堅調となり、前年同

期と比べ売上が増加しました。ベトナムおよびマレーシアの子会社では、既存のプリンターやカメ

ラの部品等の生産が増加し、ともに前年同期と比べ売上は増加しました。また、実装ユニット等の

生産受託関連では、カントリーリスクを踏まえた国内回帰の拡大や人材不足による外部委託の増加

等により前年同期と比べ売上が増加し、その他、モータ関係は、売価の見直しや一部のユニットの

需要が増加し、前年同期と比べ売上は増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は142億52百万円（前年同期比9.5%増）、営業利益は22億73

百万円（前年同期比12.2%増）となりました。
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電子情報機器セグメントにおきましては、ドキュメントスキャナー関係は、欧州地域で通常のビ

ジネスの販売が伸び悩んだことに加え、中東地域・日本・アジア地域等での政府系機関から商談獲

得が減少しましたが、インド・中南米等で金融機関向けを含め商談獲得が増加し、また、主力販売

地域である米国の販売が、現地の在庫調整が進んだことで増加し、全体としては前年同期と比べ売

上は増加しました。ハンディターミナル関係では、プリンター一体型のハンディターミナル本体や

昨年に発売した個人認証端末の販売が増加し、前年同期と比べ売上は増加しました。レーザープリ

ンター関係では、A4原稿サイズの本体製品の販売が堅調に推移した結果、前年同期と比べ売上は増

加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は69億97百万円（前年同期比6.7％増）、営業利益は３億30

百万円（前年同期比13.6％減）となりました。

なお、当セグメントにおいて、2024年 11月発売のネットワーク機能搭載スキャナー

「imageFORMULA DR-S350NW」は、2025年３月にドイツのiFインターナショナルフォーラムデザイン

が主催する「iFデザインアワード2025」を受賞しました。

その他のセグメントにおきましては、情報システム関係では、各企業のITシステム投資への需要

拡大が継続しており、情報セキュリティ対策ソフトウェア「SML」は、テレワーク時の勤務把握等

の働き方を可視化する分析パッケージとして評価され、販売が増加しました。一方、金融機関向け

のシステム開発や顧客情報管理システムは、地方銀行向けや官公庁向け等を中心に積極的な受注活

動を継続しましたが、人材不足等の影響で、前年同期と比べ売上は減少しました。環境機器関係で

は、歯科用ミリングマシンにおいて、歯科技術のデジタル化の需要を受け、販売台数が増加しまし

た。医療機器関係では、滅菌器の更新需要が増加し、前年同期と比べ売上は増加しました。

これらの結果、当セグメントの売上高は30億28百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は２億58

百万円（前年同期比11.2%減）となりました。

（３）財政状態に関する分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は1,411億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億89

百万円減少しました。流動資産は722億88百万円となり、３億67百万円減少しました。固定資産は

688億13百万円となり、４億21百万円減少しました。うち有形固定資産は317億42百万円となり、３

億53百万円減少しました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債は200億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ88百万円減

少しました。流動負債は176億28百万円となり、79百万円増加しました。固定負債は24億33百万円

となり、１億67百万円減少しました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は1,210億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億１

百万円減少しました。

（４）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の連結業績見通しにつきましては、2025年１月29日に公表いたしました連結業績予想に変更

ありません。

実際の業績は、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。今後、業績

予想に関して修正の必要が生じた場合には、速やかに開示する予定であります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 30,213 30,414

受取手形、売掛金及び契約資産 26,021 24,559

リース投資資産 808 817

商品及び製品 1,833 1,872

仕掛品 10,440 11,281

原材料及び貯蔵品 283 256

短期貸付金 2,000 2,000

その他 1,055 1,087

流動資産合計 72,656 72,288

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,999 10,653

機械装置及び運搬具（純額） 1,970 1,886

工具、器具及び備品（純額） 3,502 3,487

土地 15,287 15,222

リース資産（純額） 23 20

建設仮勘定 312 472

有形固定資産合計 32,095 31,742

無形固定資産 1,038 1,012

投資その他の資産

投資有価証券 2,468 2,371

関係会社株式 286 81

繰延税金資産 50 92

退職給付に係る資産 5,890 6,130

長期預金 26,500 26,500

その他 905 882

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 36,101 36,058

固定資産合計 69,235 68,813

資産合計 141,891 141,102

キヤノン電子㈱（7739）2025年12月期　第1四半期決算短信



― 5 ―

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 11,825 12,286

電子記録債務 529 571

リース債務 286 301

未払費用 1,356 990

未払法人税等 643 501

賞与引当金 426 1,324

役員賞与引当金 82 10

役員退職特別功労引当金 400 -

受注損失引当金 35 31

その他 1,964 1,612

流動負債合計 17,549 17,628

固定負債

リース債務 543 533

繰延税金負債 460 472

役員退職慰労引当金 181 6

退職給付に係る負債 1,415 1,420

その他 0 0

固定負債合計 2,601 2,433

負債合計 20,150 20,062

純資産の部

株主資本

資本金 4,969 4,969

資本剰余金 10,617 10,617

利益剰余金 102,281 102,429

自己株式 △2,435 △2,435

株主資本合計 115,432 115,580

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 614 539

為替換算調整勘定 4,106 3,207

退職給付に係る調整累計額 1,416 1,535

その他の包括利益累計額合計 6,138 5,282

非支配株主持分 170 177

純資産合計 121,741 121,040

負債純資産合計 141,891 141,102
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

売上高 22,450 24,278

売上原価 17,964 19,521

売上総利益 4,485 4,756

販売費及び一般管理費 2,272 2,357

営業利益 2,213 2,399

営業外収益

受取利息及び配当金 22 41

助成金収入 13 12

為替差益 221 -

その他 10 10

営業外収益合計 268 63

営業外費用

支払利息 0 -

持分法による投資損失 415 205

為替差損 - 212

その他 1 1

営業外費用合計 417 419

経常利益 2,064 2,043

特別利益

持分変動利益 402 -

固定資産売却益 28 53

投資有価証券売却益 0 -

特別利益合計 432 53

特別損失

固定資産除売却損 0 1

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 2,496 2,095

法人税、住民税及び事業税 789 564

法人税等調整額 △249 △54

法人税等合計 539 510

四半期純利益 1,956 1,585

非支配株主に帰属する四半期純利益 5 6

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,951 1,579
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

四半期純利益 1,956 1,585

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 109 △75

為替換算調整勘定 846 △899

退職給付に係る調整額 △2 119

その他の包括利益合計 953 △855

四半期包括利益 2,910 730

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,905 723

非支配株主に係る四半期包括利益 5 6
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（財務報告の枠組みに関する注記）

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四

半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成しております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しておりま

す。法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改

正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針 第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい

う。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる四半期連

結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合

の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第

１四半期連結会計期間の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前

年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表とな

っております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表

に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2024年１月１日 至 2024年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高

外部顧客への
売上高

13,012 6,559 19,571 2,878 22,450 ― 22,450

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

130 157 288 77 365 △365 ―

計 13,143 6,717 19,860 2,955 22,815 △365 22,450

セグメント利益 2,027 383 2,410 291 2,701 △488 2,213

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販売、

ITソリューション等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2025年１月１日 至 2025年３月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３コンポーネント 電子情報機器 計

売上高

外部顧客への
売上高

14,252 6,997 21,249 3,028 24,278 ― 24,278

セグメント間の
内部売上高
又は振替高

151 237 389 77 466 △466 ―

計 14,403 7,235 21,639 3,105 24,744 △466 24,278

セグメント利益 2,273 330 2,604 258 2,863 △463 2,399

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主にソフトウエアの開発・販売、

ITソリューション等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

減価償却費 672百万円 636百万円

キヤノン電子㈱（7739）2025年12月期　第1四半期決算短信




